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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第２四半期 315 △53.4 △178 - △164 - △165 -

2021年12月期第２四半期 677 △59.0 △326 - △323 - △777 -

（注）包括利益 2022年12月期第２四半期 △176百万円（-％） 2021年12月期第２四半期 △784百万円（-％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第２四半期 △3.99 -

2021年12月期第２四半期 △27.20 -

（参考）持分法投資損益 2022年12月期第２四半期 -百万円 2021年12月期第２四半期 -百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年12月期第２四半期 783 368 47.1 8.83

2021年12月期 725 492 67.7 12.09

（参考）自己資本 2022年12月期第２四半期 368百万円 2021年12月期 490百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 - 0.00 - 0.00 0.00

2022年12月期 - 0.00

2022年12月期(予想) - 0.00 0.00

１．2022年12月期第２四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年６月30日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

　新型コロナウイルスの感染拡大により、世界的に外出や移動が制限される中、企業の経済活動が停滞する状況が続いて 

います。現時点では、収束時期の見通しは立っておらず、業績予想の合理的な算定は困難であることから、2022年12月期 

の業績予想を未定とさせていただきます。業績予想については今後、合理的に算定可能となった時点で、速やかに公表い 

たします。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期２Ｑ 41,759,600株 2021年12月期 40,711,100株

②  期末自己株式数 2022年12月期２Ｑ 72株 2021年12月期 72株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期２Ｑ 41,611,740株 2021年12月期２Ｑ 28,595,411株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注

意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．当四半期決算に関する定性的情報（４）連結業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症対策により、経済社会活動の正

常化が進む中で、各種政策の効果もあり景気が持ち直していくことが期待されております。一方、世界的に金融引

締めが進む中での金融資本市場の変動や原材料価格の上昇、供給面での制約等による下振れリスクには十分注意す

る必要があります。

　このような状況のもと、当社グループは、新型コロナウイルス感染症拡大防止への対策と、安全衛生管理の徹底

や健康への配慮を最優先に、各セグメントの収益化改善と企業価値向上に努めて参りました。また、コーポレー

ト・ガバナンスの実効性を強化するため、内部統制、経営の監査機能、コンプライアンス等の強化に取り組んでおり

ます。

　第２四半期連結累計期間の経営成績については、ディベロップメント事業においては、引渡しが完了している太

陽光発電施設案件に対するコンサルティング業務を請け負い、売上計上したものの、世界的な半導体不足の影響に

より一部案件の連係ができない状況が続いており、システムイノベーション事業においては、取引先の営業調整や

受注先における出社制限やテレワーク導入等からインハウス型の受注案件に影響がでております。また、エンター

テインメント事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響によりカジノ施設が所在する地域への渡航が困難

であったことから厳しい状況が続きました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は315百万円（前年同四半期比53.4％減）、営業損失は

178百万円（前年同四半期は営業損失326百万円）、経常損失は164百万円（前年同四半期は経常損失323百万円）、

親会社株主に帰属する四半期純損失は165百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失777百万円）

となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

（ディベロップメント事業）

　ディベロップメント事業は、太陽光発電施設を法人及び個人投資家向けに企画・販売・取次をすることに加え、リ

ゾート用地の開発や不動産の売買、仲介の事業を展開しております。当第２四半期連結累計期間においては、引き渡

しが完了した太陽光発電施設のコンサルティング業務を請け負い、売上計上したものの、世界的な半導体不足の影響

により一部の太陽光案件の連係ができない状況が続いており、前年同期に比べ売上高は減少した一方、営業損失は改

善いたしました。

　以上の結果、当事業における売上高は19百万円（前年同四半期比94.6％減）、営業損失は３百万円（前年同四半期

は営業損失21百万円）となりました。

（システムイノベーション事業）

　システムイノベーション事業は、金融機関向けシステム開発・IT業務の技術支援サービス及びブロックチェーン技

術等の最先端技術を用いたシステムの開発・受託事業を展開しております。当第２四半期連結累計期間においては、

取引先の営業調整や、新型コロナウイルス感染症拡大による受注先における出社制限及びテレワーク導入等からイン

ハウス型の受注案件に影響が出ていることに加えて、AWS・Salesforce部門の収益性の安定化を図るべく57名の人員

強化を行ったことによる教育等にかかる費用を計上していることにより、前年同期に比べ売上高の減少、及び営業損

失を計上いたしました。

　以上の結果、当事業における売上高は295百万円（前年同四半期比6.3％減）、営業損失は５百万円（前年同四半期

は営業利益４百万円）となりました。

（エンターテインメント事業）

　エンターテインメント事業は、カジノゲーミングマシンの企画・開発・製造・販売、ゲーミングアプリケーション

システムの企画・開発・販売及びe-sports関連のコンサルティングを行っております。当第２四半期連結累計期間に

おいては、新型コロナウイルス感染症拡大により、カジノ施設が所在する地域への渡航制限が徐々に解除されつつ

も、依然として同感染症に対する安全配慮の観点から渡航が出来ず、営業活動に影響が出ております。同感染症の収

束時期やその他の状況により、カジノ施設運営会社の財務状況によっては、今後、カジノ施設への設備投資に対し、

消極的になる可能性があります。

　以上の結果、当事業における営業損失は19百万円（前年同四半期は営業損失206百万円）となりました。

（その他の事業）

　その他の事業では、売上高は減少した一方、営業利益は改善いたしました。

以上の結果、その他の事業における売上高は０百万円（前年同四半期比99.0％減）、営業損失は０百万円（前年同

四半期は営業損失１百万円）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

　当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、売掛金及び前払費用が増加したことにより、前連結会計年度

末に比べ58百万円増加し、783百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間末の負債につきましては、短期借入金及び未払金が増加したことにより、前連結会計年

度末に比べ181百万円増加し、414百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間末の純資産につきましては、新株予約権の行使により、資本金及び資本剰余金が増加し

たものの、四半期純損失を計上したことにより、前連結会計年度末に比べ123百万円減少し、368百万円となりまし

た。

（３）キャッシュ・フローの状況に関する説明

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、財務活動により資金を獲

得しましたが、営業活動及び投資活動において資金を使用した結果、前年同四半期に比べ52百万円減少し、当第２

四半期連結会計期間末は18百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は238百万円（前年同四半期は249百万円支出）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純損失の増加164百万円、売上債権の増加23百万円、前払費用の増加22百万円があったこと等によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は３百万円(前年同四半期は６百万円獲得）となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による４百万円の支出、貸付金の回収による収入３百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は233百万円（前年同四半期は199百万円獲得）となりました。これは主に、株式の

発行による収入53百万円、短期借入金の増加による収入180百万円があったこと等によるものであります。

（４）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

新型コロナウイルスの感染拡大により、世界的に外出や移動が制限される中、企業の経済活動が停滞する状況

が続いています。現時点では、収束時期の見通しは立っておらず、業績予想の合理的な算定は困難であることか

ら、2022年12月期の業績予想を未定とさせていただきます。業績予想については今後、合理的に算定可能となっ

た時点で、速やかに公表いたします。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 26,314 18,220
売掛金 153,533 177,285
仕掛品 - 2,448
前渡金 555,590 565,590
前払費用 15,241 37,787
未収入金 32,074 30,982
その他 27,355 29,481
貸倒引当金 △129,077 △123,390

流動資産合計 681,031 738,405

固定資産

有形固定資産
その他 - 153

有形固定資産合計 - 153

投資その他の資産

投資有価証券 1,000 1,000
長期貸付金 409,909 406,909
長期未収入金 984,500 984,500
その他 43,276 44,198
貸倒引当金 △1,394,409 △1,391,409

投資その他の資産合計 44,276 45,198

固定資産合計 44,276 45,352

資産合計 725,307 783,757

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部
流動負債

買掛金 37,032 32,276
短期借入金 60,000 240,000
未払金 103,520 93,777
未払費用 21,583 34,142
未払法人税等 6,159 3,391
前受金 304 304
その他 4,517 9,488

流動負債合計 233,116 413,380

固定負債

その他 - 1,518

固定負債合計 - 1,518

負債合計 233,116 414,899

純資産の部

株主資本
資本金 3,439,428 3,466,889
資本剰余金 3,644,139 3,671,599
利益剰余金 △6,588,757 △6,754,745
自己株式 △15 △15

株主資本合計 494,795 383,727

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △4,052 △14,869

その他の包括利益累計額合計 △4,052 △14,869

新株予約権 1,446 -

純資産合計 492,190 368,858

負債純資産合計 725,307 783,757
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年６月30日)

売上高 677,104 315,258

売上原価 569,200 209,479

売上総利益 107,904 105,778

販売費及び一般管理費 434,248 283,966

営業損失（△） △326,344 △178,187

営業外収益

受取利息 10 -

為替差益 5,981 11,632

仮想通貨売却益 2,330 -

受取家賃 2,148 -

その他 836 11,267

営業外収益合計 11,306 22,900

営業外費用

支払利息 4,862 8,641

新株発行費 609 -

支払補償費 2,600 -

その他 750 193

営業外費用合計 8,821 8,835

経常損失（△） △323,859 △164,121

特別利益

債務免除益 12,891 -

貸倒引当金戻入額 - 3,000

その他 - 3

特別利益合計 12,891 3,003

特別損失

関係会社整理損失引当金繰入額 1,628 -

減損損失 - 3,824

貸倒引当金繰入額 455,000 -

その他 9,090 -

特別損失合計 465,719 3,824

税金等調整前四半期純損失（△） △776,687 △164,942

法人税、住民税及び事業税 1,153 1,046

法人税等合計 1,153 1,046

四半期純損失（△） △777,840 △165,988

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △777,840 △165,988

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年６月30日)

四半期純損失（△） △777,840 △165,988

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △6,815 △10,817

その他の包括利益合計 △6,815 △10,817

四半期包括利益 △784,656 △176,805

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △784,656 △176,805

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △776,687 △164,942

減価償却費 1,159 340

減損損失 - 3,824

支払補償費 2,600 -

その他の特別損益（△は益） 9,090 -

のれん償却額 16,360 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） 456,016 △8,686

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） 1,628 -

受取利息及び受取配当金 △10 -

仮想通貨売却益 △2,330 -

仮想通貨評価損 - 79

支払利息 4,862 8,641

為替差損益（△は益） △7,403 △11,103

固定資産売却益 - △3

新株発行費 609 -

債務免除益 △12,891 -

売上債権の増減額（△は増加） △1,536 △23,752

棚卸資産の増減額（△は増加） 180,656 △2,448

前渡金の増減額（△は増加） 63,368 △10,000

前払費用の増減額（△は増加） △118,331 △22,545

未払金の増減額（△は減少） 19,980 △8,225

未収消費税等の増減額（△は増加） 9,494 2,060

未収入金の増減額（△は増加） 48,835 1,115

前受金の増減額（△は減少） △120,093 -

その他 △12,328 4,727

小計 △236,949 △230,917

利息及び配当金の受取額 10 -

利息の支払額 △5,042 △4,053

法人税等の支払額 4,480 △3,813

補償金の支払額 △2,600 -

その他 △9,090 -

営業活動によるキャッシュ・フロー △249,192 △238,784

投資活動によるキャッシュ・フロー

子会社株式の売却による収入 258 -

有形固定資産の取得による支出 △6,728 △4,318

有形固定資産の売却による収入 - 3

貸付金の回収による収入 600 3,000

敷金の回収による収入 855 -

仮想通貨の取得による支出 - △155

仮想通貨の売却による収入 11,349 -

その他 - △1,597

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,334 △3,068

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 55,207 180,000

長期借入金の返済による支出 △7,000 -

株式の発行による収入 152,336 53,473

その他 △609 -

財務活動によるキャッシュ・フロー 199,933 233,473

現金及び現金同等物に係る換算差額 574 286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △42,349 △8,093

現金及び現金同等物の期首残高 113,443 26,314

現金及び現金同等物の四半期末残高 71,093 18,220

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　新株予約権の行使

　2022年４月７日付で、当社第12回新株予約権の一部について権利行使したことにより、資本金及び資本準備金が

それぞれ4,452千円増加しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収

益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従って

ほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基

準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間に与える影響額は軽微であります。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取

扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりませ

ん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これにより四半期連結財務諸表に与える

影響はありません。

（追加情報）

該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

ディベロッ

プメント事

業

システムイ

ノベーショ

ン事業

エンターテ

インメント

事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
352,681 315,666 - 668,347 8,756 677,104 - 677,104

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- - - - - - - -

計 352,681 315,666 - 668,347 8,756 677,104 - 677,104

セグメント利益

又は損失（△）
△21,000 4,759 △206,510 △222,752 △1,173 △223,925 △102,418 △326,344

（セグメント情報）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2021年１月１日 至2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業等を含んでお

ります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△102,418千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、その主なものは報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門等にかかる費用でありま

す。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

ディベロッ

プメント事

業

システムイ

ノベーショ

ン事業

エンターテ

インメント

事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
19,222 295,945 - 315,167 90 315,258 - 315,258

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- - - - - - - -

計 19,222 295,945 - 315,167 90 315,258 - 315,258

セグメント利益

又は損失（△）
△3,234 △5,986 △19,069 △28,290 △389 △28,680 △149,506 △178,187

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2022年１月１日 至2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業等を含んでお

ります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△149,506千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、その主なものは報告セグメントに帰属しない提出会社の管理部門等にかかる費用でありま

す。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、当第２四半期連結累計期間において、事業ドメインの選択と集中に伴い、事業再編を行ってお

り、また、各事業セグメントの収益性の安定性化及びグループ全体の抜本的なコスト見直しを図っております。

　当第２四半期において、昨年より強化を開始したシステムイノベーション事業におけるAWS・Salesforce部門の売

上高の増加や、ディベロップメント事業における引渡し案件に対するコンサルティング契約の獲得等があったもの

の、システムイノベーション事業において、AWS・Salesforce部門収益性の安定化を図るべく57名の人員強化を行

い、獲得・教育にかかる費用を計上していること等から販売費及び一般管理費を圧迫し、営業損失を計上いたしまし

た。

　これらの結果、営業損失178百万円、経常損失164百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失165百万円を計上い

たしました。

　当社グループは、当該事象をいち早く解消すべく、今後については、引き続き事業再編に取り組み、各事業セグメ

ントの収益性の安定化及びグループ全体の抜本的なコスト見直しを図り費用削減を推進してまいります。

　システムイノベーション事業においては、収益力の高いシステム開発案件の受託数増加に注力するとともに、専門

性の高いエンジニアの育成に注力しながら収益獲得に向け、協力会社の新規開拓や連携強化を実施し、システムイン

テグレーション事業への営業活動の見直し及び人員強化による収益基盤の拡充に向けた事業基盤の構築に取り組んで

まいります。

ディベロップメント事業においては、ファイナンス紐づき案件を集中的に取り組むことによりキャッシュ・フローを

改善し、エンターテインメント事業においては、ブロックチェーン技術を用いたＮＦＴ関連事業においてゲーミング

アプリケーションの開発等、成長市場においてこれまでに獲得してきた開発ノウハウで収益の獲得に取り組んでまい

ります。

このような状況から、継続企業の前提に関する重要事象等の状況が存在しており、当社グループは当該状況を解決

すべく具体的な対応策を実施するものの、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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